
富山地区広域圏事務組合職員措置請求書　補充書
平成25年6月13日

請求者 　氏　名　　　

　　　　

　　　　 住　所　　　　　　　　　　　　　　

１、補充書の概要　

最初に2点を確認する。１つは、試験焼却に向けて締結された平成24年11月28日（岩手県知事、富山県知事、富山地区広域圏事務組合理事長、富山市長の４者の覚書）「災害廃棄物の試験焼却等に関する覚書」（甲第１号証、以下「覚書」と記す）において、最初に、富山県に持ち込む災害廃棄物を「岩手県山田町の一般廃棄物」と規定している。第３条には「災害廃棄物の種類は、岩手県山田町船越地区における二次仮置場（以下、「仮置場」という。）の選別・破砕された可燃物（50ﾐﾘﾒｰﾄﾙ以下の選別・破砕ラインから排出された木くずを主体としたもので紙、布、プラスチック等がわずかに含まれるもの）」と規定されている。従って、これは山田町の木くずを主体とした可燃物に関する「覚書」である。
それに基づいて、試験焼却の実施前に「平成24年12月10日（富山県知事、富山地区広域圏事務組合理事長の２者が記名押印した契約書）「災害廃棄物試験処理処分業務委託契約書」（甲第２号証）が締結された。ここにおいても「山田町の木くずを主体とした可燃物」と確認されている。
２つは、5月30日提出「富山地区広域圏事務組合職員措置請求書」においても「被災県は、処理責任を引き継ぎ広域化を進める場合、被災自治体及び近隣自治体、そして当該県で処理することを第一とし」と記載したが、被災県が処理出来なくて、且つ、隣県自治体でも処理出来ない場合における広域処理の必要性について、何を基準に行うのかが明確にされなければならない。この点は、内閣府の特別機関のひとつである日本学術会議・東日本大震災復興支援委員会の提言(平成24年4月9日)においても「まず広域処理ありきの姿勢にならないよう留意する」「 災害廃棄物量のより正確な把握に努める。現在用いられている各地の災害廃棄物量は概算値であり、今後、処理作業と並行して、廃棄物の種類別存在量をより正確に把握することが必要である。」と述べている。環境省ＨＰの「広域処理とは」においても「被災県内での再利用、処理を出来るだけ行った上で、なお県内での処理が困難と整理されたものを対象とし、広域処理をお願いしています。」（引用：広域処理を知る）と述べられている。
その上で次に問題点を述べる。
岩手県が平成25年5月末作成した「岩手県災害廃棄物処理詳細計画」（第二次改訂版）(以下、「詳細計画改訂版」と表記)においては、この広域処理の原則を形式的に前書きに述べながら、具体的内容では、富山県との「覚書」「契約書」とは前提が違う記述を行っている。山田町の可燃物ではない、岩手県内の不燃物処理を進める為に「富山県内への山田町の可燃物持込」を組み込むという、広域処理の原則をなし崩しにする方法を取っている。この事は、岩手県山田町の木くず主体の可燃物がない点と、広域処理の原則を公然と無視する重大な違法性があり、富山県・富山地区広域圏事務組合は違法な行為の共犯者になる危機に直面している。
２、具体的内容
平成25年5月30日に提出した富山地区広域圏事務組合職員措置請求書３ページ「1-(1)-2)広域化の法令的背景　環境省主導でがれきの広域化は進められてきているが、がれきの処理は、通常の廃棄物と同じく、がれきが発生した被災市町村に第１義的に処理責任がある。従って被災市町村では、市町村としてできる範囲でその処理を行い、できない分を被災県に委託するというのが、廃棄物処理法上の法理と言える。その委託を受けた被災県は、処理責任を引き継ぎ広域化を進める場合、被災自治体及び近隣自治体、そして当該県で処理することを第一とし、被災自治体で処理できないものを広域化する形で行われてきた。」について補充する。

1） 「詳細計画改訂版」においても、岩手県内の可燃物処理は同県内で全く可能なことが明らかである。(甲第２号証)「資料編」（甲第３号証）
　「資料編」Ｐ34参照　山田町の可燃物は、岩手県内の雫石・滝沢環境組合清掃センター、盛岡市クリーンセンター、宮古清掃センター、仮設焼却炉の4ヶ所で処理されている。計画によれば、仮設焼却炉以外の3箇所では９月に終了予定である。

「詳細計画改訂版」p34表-４.３.１(2)宮古清掃センターは、平成24年度実績2000トンから平成25年度計画処理量(９月まで)では1100トンと、900トン減となっている。p35　表-4.3.1(3)　雫石・滝沢環境組合清掃センターは、平成24年度実績2000トンが、平成25年度計画処理量は1300トンで700トン減、盛岡市クリーンセンターは平成24年度実績は3100トンが、25年度計画処理量は1600トンで1500トン減、仮設焼却炉は平成24年度実績は10100トンが、平成25年度処理計画では5000トンに5100トンの減、前年度に対して今年度の計画では合計8200トン減っている。

　また、6月5日に富山県が発表した受け入れ量は、1万800トンから3900トンと、約３分の１となり大幅に減少している。
広域処理の前提であるガレキの量が測定の度に下方修正されていること自体が重大な問題点である。その上、今回の「詳細計画改訂版」（公文書）において、岩手県内で処理可能であることが完全に明確になった事は、実に重要である。

　広域処理は、当然にも法令を遵守して行わねばならない。岩手県山田町の可燃物について、岩手県内での処理が可能であることが以上のように極めて明確になった現時点において、尚、岩手県と富山県の双方が広域化を進めるのは、違法と知りながら送り出しと受け入れを行うことになる。広域処理の原則に反する法令違反である。

2） 岩手県の災害廃棄物処理の基本方針
岩手県は、平成２３年から毎年以下を記載している。
１、地域の復興に寄与する処理

　　･･･地域の復興と地元雇用に配慮

２、リサイクルを重視した処理

３、広域処理も活用した迅速な処理

　　県内・県外を対象に広域処理も行い迅速に処理する方法も併用
と、まず一番目に県内処理を述べている。

　「処理責任は市町村にあるが、地方自治法第２５２条の１４の規定に基づく事務の委託により、県が市町村に代わって処理を行う市町村もあります」と述べている。
処理方針の形成に当たっては、確認すべき「重要な提言」がある。　
内閣府の特別機関である「日本学術会議・東日本大震災復興支援委員会」の提言(平成24年4月9日)には、「県内処理が原則であることを重視する。国は、県内処理を行えないものを広域処理するという原則を重視し、まず広域処理ありきの姿勢にならないよう留意する。特に、高度な選別技術の適用等により、焼却や埋立ての対象となる廃棄物の量を減らして迅速な処理を図り、かつ可能な限り多くの災害廃棄物を県内で再利用するための工夫が求められる。」とある。また、「災害廃棄物量のより正確な把握に努める　現在用いられている各地の災害廃棄物量は概算値であり、今後、処理作業と並行して、廃棄物の種類別存在量をより正確に把握することが必要である。」「広域処理希望量は今後の処理計画緻密化により県内での再利用や処理処分の割合を高めることができれば、広域処理はより限定されたものになり得る。また一方、広域処理もより現実に即した計画に基づき進めることができる。」さらに「提言」では、「受入自治体の住民に対して情報公開を徹底し説明責任を果たす」として、「１）受入自治体が、住民と十分なリスクコミニケーションが取れるよう、災害廃棄物の分別方針、放射性物質その他の有害物質濃度の測定方法とその結果をはじめとする関連情報を全面的に開示すること」や「中立的研究者による工程点検の機会を保証すること等」「自治体の住民がその内容を正確に把握し、安心して生活できるよう、しっかりと説明責任を果たす必要がある。」と災害廃棄物の処理にあたっては「広域処理ありき」とならないよう、国や受け入れ自治体を厳しく規制している。(甲第５号証)

３）広域処理にあたる「契約書」に書かれている「木くず主体の可燃物」
富山県と岩手県、富山県と富山地区広域圏事務組合は、それぞれ「災害廃棄物試験処理処分業務委託契約書」（平成24年12月10日）を結んでいる（甲第２号証）。これらの「契約書」では、「岩手県山田町船越地区の二次仮置場の災害廃棄物」から「可燃物」（木くずを主体とする）を受け入れると記載している。両県知事、富山地区広域圏事務組合は、「契約書」に書かれた具体的内容を遵守することが前提である。
４）県内で処理が出来ない状況での広域処理を大前提にした「覚書」・「契約書」
山田町の（木くず主体の）可燃物を受け入れるには、平成25年度内に岩手県での県内処理が出来ない場合を前提的大原則としている。木くず主体の可燃物の岩手県内処理が年度内に十分可能でも、岩手県山田町に不燃物が残っているから富山県が引き受けるという「含み」は、契約書は全く持ってはいない。
岩手県は、平成25年3月22日環境省廃棄物・リサイクル対策部「災害廃棄物処理の進捗状況（３県沿岸市町村）」（甲第６号証、計測は2月と記載）においては、可燃物の残存量（応用地質（株）の測定に関する疑惑は前回提出）を、意図的と思えるが多く見積もりをしていた。しかし、岩手県内を調査団が実測した結果は、可燃物は津波土砂と混ざり、又は腐敗も多くなっている。選別作業を行っても絶対量が極めて少なくなり、木くずも腐敗し50ﾐﾘﾒｰﾄﾙ以下の選別・破砕ラインから排出しても、「木がない状態のくず」がラインから落ちる状態に、次第になっている。平成25年度に岩手県が県内処理を進めると（広域化として）富山県に持ち出す量は無くなる事が明白であった。
平成２５年３月２２日環境省廃棄物・リサイクル対策部「災害廃棄物処理の進捗状況（３県沿岸市町村）」においては、岩手県「災害廃棄物等推計量」は可燃物・木くず８３万ｔ（処理量３６万ｔ、処理割合４３％）と書かれている。測定した２月末現在、県内処理が未だ半分以下で広域処理が必要との表現である。しかし、その僅か２ヵ月後、平成25年度「詳細計画改訂版」には、「県内処理が早く終わると公表」した。
岩手県は、がれき実際量の元資料を岩手県民から1月に情報公開請求された事に対し、墨塗りで資料を出してきた。その後、各地から情報公開請求が相次いだが、すべて「非開示」とされた。がれき情報の非開示決定と「詳細計画改訂版」、問題はこの5月末に富山県との事実上の契約が行われていることであり、この３者は一体的に進行している。
５）３月「報告」から５月「詳細計画改定版」の記述の変化が示す事
３月「災害廃棄物処理の進捗状況」には２月計測と書かれていて、５月「詳細計画改訂版」と同じデータである。どういう要素が絡んでいるのか。
「詳細計画改訂版」が出されたのは、富山県との災害がれきの契約が（事実上）決まった5月末である。契約の締結と一体で可燃物の県内処理が公表された。この事態は「がれきは無いのに、なぜ富山に持ってくる必要があるのか！」という怒りが、全国的に大きく湧き上がるのは明白である。請求人が岩手県に問い合わせると、県内処理は可能なことを認め、しかし「可燃物が広域処理で早く済めば、岩手では不燃物が進む」と居直った。そして、富山県・富山地区広域圏事務組合は非常に緊張し、焦って、強行突破の方針で6月3日に「18日受け入れ」の決定を行ったのである。
以上の経過を考えると、これは、広域処理３原則の法令違反を無し崩しに権力政治で突破する意図を持って進められていると考えられる。また、締結した当時は３原則を前提とした「覚書」「契約書」をも、今や岩手県内処理が可能だと知りつつ、法令も、自治体のあり様さえ完全に無視することが敢えて行われようとしていることは、実に異様な事態である。
本焼却にあたって、地元住民説明会も行わず、行政は一方的に強行している。行政が敢えて法治社会・地方自治体・住民意思を無視する重大な危機的事態に富山県民は直面している。こうした既成事実の先行による法令無視が決して許されないのは当然である。震災がれき広域化は、終わってからが寧ろ全矛盾の噴出となり、禍根を今後に残す。自治体の自殺行為である。
６）深刻な情報隠し＝岩手県ガレキデータ墨塗り＝改訂版の成立背景
　岩手県が情報公開請求に対して墨塗りで提示したガレキデータが、民主的社会に有り得ない情報隠蔽だと全国的に多くの批判が出る中で、岩手県は居直りの「非開示決定」を出した。それに対して、岩手県住民が異議申し立てを行った。6月12日、第一回の答弁書が提出され審査会で諮問中である。請求人が岩手県広域処理必要量「一覧表」を情報開示請求したところ、一部を明らかにしたものの、やはり墨塗りのある表を公開した（甲第7号証）。今も、岩手県は広域処理の前提となるガレキの正確な測定量を公表していない。その（不透明な）測定量を前提に、環境省が広域化を国家予算を注ぎ込んで進めたことは、実に重大問題である。監査委員は中央省庁に問い合わせていただきたい。

７）会計検査院が復興予算流用問題で検査開始
　5月30日の住民監査請求で、富山県での広域処理は復興予算の流用、補助金等適正化法違反と指摘した。復興予算は「がれき検討」だけで244億円に上っており、そのうち70億円以上は上乗せ交付だった問題で、会計検査院は6月中に環境省と7都道府県10箇所の自治体の検査に入る方針と報道された(甲第８号証)。本来、被災地の復興のために使われなければならない予算を流用すれば、被災地にお金が回らなくなり、復興の足を引っ張ることになる。会計検査院法では、調査の結果、31条で担当職員の懲戒処分を求めたり、33条で検察への訴えも規定されている。他方、会計検査院も天下り人事や検査前に情報を先に伝えて証拠隠滅に手心を加えたりしていると報道されている。この震災広域化が社会問題となる事態に対し、会計検査院も何故に調査に動かないのか問われる事態になった。
まとめ

富山地区広域圏事務組合監査委員には、「国費（税金）が出るので損はしない」という、国・省庁に従えば安穏という腐敗した姿勢ではなく、勇気を持ち、強い信念で監査されたい。十分な監査の時間を取り、申請者からの補充意見書、意見陳述と傍聴も認めて、立派な監査を行うことを求める。

書証一覧（書証番号については、今回提出分は改めて記載する。）

甲第１号証　「災害廃棄物の試験焼却等に関する覚書」（平成24年11月28日）
甲第２号証　富山県と富山地区広域圏事務組合の「災害廃棄物試験処理処分業務委託契約書」（平成24年12月10日）

甲第３号証　平成25年5月「岩手県災害廃棄物処理詳細計画」（第二次改訂版）

甲第４号証　平成25年5月「岩手県災害廃棄物処理詳細計画」　　「資料編」
甲第５号証　日本学術会議東日本大震災復興支援委員会(平成24年4月9日)提言

甲第６号証　平成25年3月22日　環境省廃棄物・リサイクル対策部「災害廃棄物処理の進捗状況（３県沿岸市町村）」
甲第7号証　岩手県広域処理必要量「一覧表」

甲第8号証　読売新聞「復興予算『がれき検討』だけで244億円」（2013年6月1日）
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